
第84期定時株主総会

その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

会社の新株予約権等に関する事項

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

株主資本等変動計算書

計算書類の個別注記表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）



会社の新株予約権等に関する事項

（自2022年４月１日 至2023年３月31日）

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書
（自2022年４月１日 至2023年３月31日）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2022年４月１日 残高 161,699 301,982 1,486,900 △29,081 1,921,500

連結会計年度中の変動額

新株の発行 145 145 － － 291

剰余金の配当 － － △86,089 － △86,089
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － 308,399 － 308,399

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ 520 － － 520

土地再評価差額金の取崩 － － 1,371 － 1,371

自己株式の取得 － － － △10 △10

自己株式の処分 － 0 － 189 189

自己株式の消却 － △104 － 104 －

株式交換による変動 － 1,197 － 8,471 9,669
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 145 1,759 223,682 8,754 234,342

2023年３月31日 残高 161,845 303,741 1,710,582 △20,327 2,155,842

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

2022年４月１日 残高 64,017 △860 10,642 24,857 98,657

連結会計年度中の変動額

新株の発行 － － － － －

剰余金の配当 － － － － －
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － － － －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ － － － －

土地再評価差額金の取崩 － － － － －

自己株式の取得 － － － － －

自己株式の処分 － － － － －

自己株式の消却 － － － － －

株式交換による変動 － － － － －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△9,315 742 △1,364 39,650 29,712

連結会計年度中の変動額合計 △9,315 742 △1,364 39,650 29,712

2023年３月31日 残高 54,701 △118 9,277 64,508 128,369

非支配株主持分 純資産合計

2022年４月１日 残高 91,227 2,111,385

連結会計年度中の変動額

新株の発行 － 291

剰余金の配当 － △86,089
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ 308,399

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ 520

土地再評価差額金の取崩 － 1,371

自己株式の取得 － △10

自己株式の処分 － 189

自己株式の消却 － －

株式交換による変動 － 9,669
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

13,474 43,186

連結会計年度中の変動額合計 13,474 277,528

2023年３月31日 残高 104,701 2,388,914

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 当連結会計年度中に増加した33社を含め、子会社

432社を連結しております。なお、合併等により

22社減少しております。

・主要な連結子会社の名称 Stanley Martin Holdings, LLC

Trumark Companies, LLC

CastleRock Communities LLC

大和ハウスリフォーム株式会社

大和ハウスリアルエステート株式会社

株式会社デザインアーク

大和リビング株式会社

North Clark LLC

株式会社コスモスイニシア

大和房屋（常州）房地産開発有限公司

大和ライフネクスト株式会社

和宝（南通）房地産開発有限公司

玖心（常州）房地産開発有限公司

玖心（蘇州）房地産開発有限公司

大和リース株式会社

大和ハウスリアルティマネジメント株式会社

ロイヤルホームセンター株式会社

株式会社フジタ

大和物流株式会社

大和リゾート株式会社

PT Daiwa House Indonesia

Daiwa House Malaysia Sdn. Bhd.

DH Asia Investment Pte. Ltd.

Daiwa House Australia Pty Ltd

Daiwa House USA Holdings Inc.

Daiwa House Texas Inc.

② 他の会社等の議決権の過半数

を自己の計算において所有し

ているにもかかわらず子会社

としなかった当該他の会社等

の名称

大阪城パークマネジメント株式会社

・子会社としなかった理由 当社は、当該他の会社の議決権の過半数を自己の

計算において所有しておりますが、重要な財務及

び営業方針の決定について、共同支配企業の同意

が必要であることから、子会社としておりませ

ん。
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(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 当連結会計年度中に増加した４社を含め、関連会

社54社について持分法を適用しております。な

お、当連結会計年度において、持分譲渡等によ

り、７社が減少しております。

・主要な会社等の名称 日本住宅ローン株式会社

② 持分法を適用していない関連会社の状況

・主要な会社等の名称 甲府パブリックサービス株式会社

・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連

結計算書類に及ぼす影響が軽微であるためであり

ます。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、アセット・ツー特定目的会社ほか１社の決算日は４月30日、

ディエイチ・ディベロップメント・ファイブ特定目的会社の決算日は５月31日、国

立府中特定目的会社ほか６社の決算日は６月30日、ディエイチ・アセット・ワン特

定目的会社ほか９社の決算日は７月31日、武蔵小杉特定目的会社ほか１社の決算日

は８月31日、茨木松下開発特定目的会社ほか６社の決算日は10月31日、大和ハウ

ス・ツインシティ大神特定目的会社の決算日は11月30日、大和事務処理中心（大

連）有限公司ほか276社の決算日は12月31日、ディエイチ・プロパティ・ワン合同

会社ほか22社の決算日は１月31日、株式会社アッカ・インターナショナルほか９社

の決算日は２月28日となっております。

このうち、国立府中特定目的会社ほか８社については12月31日現在で実施した本

決算に準じた仮決算に基づく計算書類を使用しております。ディエイチ・アセッ

ト・ワン特定目的会社ほか18社については、１月31日現在で実施した本決算に準じ

た仮決算に基づく計算書類を使用しております。武蔵小杉特定目的会社ほか３社に

ついては、２月28日現在で実施した本決算に準じた仮決算に基づく計算書類を使用

しております。また、その他の会社については連結子会社の決算日現在の計算書類

を使用しております。

但し、同決算日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

１）有価証券

・満期保有目的の債券 償却原価法

・その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

２）デリバティブ 時価法
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３）棚卸資産 評価基準は原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。

・未成工事支出金 個別法

・販売用不動産 個別法（但し、自社造成の宅地は団地別総平均

法)

・仕掛販売用不動産 個別法

・造成用土地 個別法

・商品及び製品 主として売価還元法

・仕掛品 個別法

・材料貯蔵品 総平均法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産

（リース資産を除く）

主として定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

２）無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

３）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資

産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

１）貸倒引当金 営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

２）賞与引当金 従業員等の賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

３）完成工事補償引当金 製品の瑕疵担保等の補償費に備えるため、過去の

完成工事に係る補償費の実績を基準にして計上し

ております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法

１）退職給付見込額の期間帰属

方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

２）数理計算上の差異及び過去

勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した

連結会計年度に一括処理しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

１）顧客との契約から生じる収益 当社グループの顧客との契約から生じる収益に関

する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識

する通常の時点）は以下のとおりであります。

・注文請負取引 注文請負取引については、顧客と戸建住宅、賃貸

住宅、商業施設、事業施設等の工事請負契約を締

結し当該契約に基づき、建築工事を行う履行義務

を負っております。当該契約については、一定の

期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履

行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識し

ております。

進捗度の見積りの方法は、コストに基づくイン

プット法（工事原価総額に対する発生原価の割

合）を使用しております。

なお、進捗度を合理的に見積ることができない

が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を

回収することが見込まれる工事契約については、

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積るこ

とができる時点まで、原価回収基準により収益を

認識しております。

・不動産分譲取引 不動産分譲取引については、顧客との不動産売買

契約に基づき、自社で開発、又は仕入れた物件

（分譲住宅、分譲賃貸住宅、分譲マンション、商

業施設、事業施設等）を顧客に引渡しを行う履行

義務を負っております。不動産分譲取引について

は、顧客へ物件を引渡した時点で収益を認識して

おります。

２）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方

法によっております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

１）ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについて特例処理の条件を充

たしている場合には特例処理を、通貨スワップ及

び為替予約について振当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を採用しております。
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２）ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ及び為

替予約等

ヘッジ対象…借入金・外貨建予定取引等

３）ヘッジ方針 金利リスク及び為替変動リスクの低減並びに金融

収支改善のため、ヘッジを行っております。

４）ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して

おります。なお、特例処理の要件を充たしている

場合には、有効性の評価を省略しております。

※「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘ
ッジ関係
上記のヘッジ関係のうち、「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取

扱い」（実務対応報告第40号2022年３月17日）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のす

べてに、当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用しております。当該実

務対応報告を適用しているヘッジ関係の内容は以下のとおりであります。

ヘッジ会計の方法・・・金利スワップの特例処理

ヘッジ手段・・・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・・・外貨建借入金

ヘッジ取引の種類・・・キャッシュ・フローを固定するもの

⑦ のれんの償却方法及び償却期間
20年以内の合理的な期間の定額法により償却して

おりますが、金額に重要性がないものについては

発生年度に一括して償却しております。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税については、主

として期間費用として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

(1)（「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首

から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

こととしております。これにより、市場価格のない株式等として取得原価をもって

連結貸借対照表価額としていた一部の投資信託について、時価をもって連結貸借対

照表価額とすることに変更しております。

(2)（ASC第842号「リース」の適用）

米国会計基準を適用している在外子会社において、ASC第842号「リース」（以下

「ASC第842号」という。）を当連結会計年度より適用しております。ASC第842号の適

用により、借手のリースは原則としてすべてのリースについて連結貸借対照表に資

産及び負債として計上しております。ASC第842号の適用にあたっては、経過措置と

して認められているASC第842号の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方

法を採用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。

３．表示方法の変更に関する注記

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「補助金等収

入」（当連結会計年度677百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計

年度において「営業外収益」の「その他営業外収益」に含めて表示しております。

４．会計上の見積りに関する注記

(1) 工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し

収益を認識する方法により計上した売上高 1,927,012 百万円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社グループは、工事契約にかかる売上高について、履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識する方法にて算出しております。履行義務の充

足に係る進捗度の見積りの方法は、コストに基づくインプット法（工事原価総額に

対する発生原価の割合）を使用しております。

２）主要な仮定

工事原価総額の算出に用いた主要な仮定は、施工計画に基づいた建設資材の数量、

労務の工数、調達単価などであり、算出にあたっては、施工内容・状況等の個別要

因及び経済状況、事業環境等の外的要因に基づき、見積りを行っております。

３）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

工事の進行途上において、施工の遅延、材料費や建築費の変動等将来の不確実な

要因により工事原価総額の見直しが必要となった場合、履行義務の充足に係る進捗

度が変動することにより、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する収益の

金額に影響を与える可能性があります。
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(2)販売用不動産（仕掛販売用不動産、造成用土地を含む）の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

販売用不動産等残高

評価損計上額（不動産事業売上原価）

2,000,748百万円

3,575百万円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、販売用不動産に係る

収益性の低下等により期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場

合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。正味売却価額

は、用地取得時、工事着工時、販売開始時に策定される事業計画に基づく販売価格

及び工事原価等に基づいて算出しております。また、事業の進捗及び販売状況に応

じて正味売却価額の見直しを行っております。なお、一部の資産については、不動

産鑑定士による鑑定評価に基づいて、正味売却価格を算出しております。

２）主要な仮定

正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は、販売価格及び工事原価であり、算出

にあたっては、過去の販売実績、将来の売買市場の動向、近隣地域の需給バランス、

鋼材等の材料費及び労務費等建設コストの動向等を考慮した最新の事業計画に基づ

き見積りを行っております。また、販売目的で保有する収益不動産の事業計画策定

にあたっては、上記に合わせ周辺の賃料相場、リーシング（テナント募集）状況等

も考慮しております。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大による今後の売買市場への影響は軽微であ

るとの仮定に基づき、見積りを行っております。

３）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

市況の変化、事業の進捗や販売の状況に応じて、正味売却価額が帳簿価額を下回

った場合に追加で評価損を計上する可能性があります。

(3) 固定資産の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産及び無形固定資産残高

減損損失計上額

2,227,223百万円

11,271百万円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社グループが保有する有形固定資産は、減損が生じている可能性を示す事象

（減損の兆候）がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループか

ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合

には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。

回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用

価値については、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しておりま

す。

なお、正味売却価額は主に不動産鑑定士による鑑定評価に基づいて、算出してお

ります。
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２）主要な仮定

将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、事業収入及び事業費用で

あり、特に賃貸等不動産に係る将来キャッシュ・フローの算出にあたっては市場の

賃料水準（物件の立地、規模、周辺の賃貸取引事例、マーケット見通し、過去の実

績等を参考）及び対応する費用、稼働率、割引率等に基づき見積りを行っておりま

す。

なお、新型コロナウイルス感染症による影響のある物件については、今後の影響

は軽微であるものとして仮定に反映しております。

３）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

事業環境等の変化が主要な仮定に影響し割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回る場合には、連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能

性があります。

(4) 退職給付債務及び関連する費用の算定

① 当連結会計年度に認識した金額

退職給付債務残高 619,254百万円

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社グループには、確定給付制度を採用している会社が存在しております。確定

給付制度の退職給付債務及び関連する勤務費用は、数理計算上の仮定を用いて退職

給付見込額を見積り、割り引くことにより算定しております。

２）主要な仮定

主要な仮定には、割引率、長期期待運用収益率、予想昇給率等の数理計算上の仮

定が該当いたします。

３）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要とな

った場合、連結計算書類において認識する退職給付に係る負債及び退職給付費用の

金額に重要な影響を与える可能性があります。

※当社グループは数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法について、発

生した連結会計年度に一括処理しております。
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５．連結貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 795,369百万円

(2) 販売用不動産等及び固定資産の保有目的変更

前連結会計年度末に固定資産の「建物及び構築物」及び「土地」等に計上してい

た投資用不動産224,712百万円を、流動資産の「販売用不動産」等に振り替えており

ます。

(3) 担保に供している資産

現金預金 3,443百万円

受取手形・完成工事未収入金等 7,315

不動産事業貸付金 14,995

販売用不動産 83,812

仕掛販売用不動産 130,614

その他の流動資産 7,370

建物及び構築物 4,660

機械装置及び運搬具 1

土地 8,173

建設仮勘定 2,167

計 262,553百万円

上記のほか、連結消去されている連結子会社株式218百万円を担保に供しておりま

す。

また、上記の資産は短期借入金16,923百万円、１年内返済予定の長期借入金

16,761百万円、その他の流動負債１百万円、長期借入金104,067百万円及び長期預り

敷金保証金８百万円の担保に供しております。

そのほか、工事契約保証金等として現金預金（定期預金）284百万円（質権）、有

価証券０百万円（質権）及び出資金（投資その他の資産（その他））60百万円(質

権)、出資先の債務の担保として投資有価証券388百万円（根質権）、短期貸付金１百

万円（譲渡担保権）及び長期貸付金７百万円（譲渡担保権）を担保に供しており、

また、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、有価

証券721百万円及び投資有価証券1,106百万円を供託しております。

(4) 保証債務

住宅ローン等利用者のための保証債務 17,157百万円

関連会社に対する保証債務 8,740

計 25,897百万円

(5) 受取手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 10百万円

(6) 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。
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① 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、及び第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出し

ております。

② 再評価を行った年月日

2002年３月31日

(7) 顧客との契約から生じた債権及び契約資産

受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び

契約資産は、それぞれ以下のとおりであります。

受取手形 3,756百万円

電子記録債権 7,980

売掛金・完成工事未収入金 161,763

契約資産 260,274

計 433,775百万円

(8) 契約負債

前受金、未成工事受入金のうち契約負債はそれぞれ以下のとおりであります。

前受金 92,119百万円

未成工事受入金 183,273

計 275,393百万円

６．連結株主資本等変動計算書関係

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 666,238千株 90千株 38千株 666,290千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月29日
第83期定時株主総会

普通株式 46,556 71 2022年３月31日 2022年６月30日

2022年11月10日
取締役会

普通株式 39,532 60 2022年９月30日 2022年12月５日

(注) 2022年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託

が保有する当社株式に対する配当金額４百万円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるも

の

(決議予定) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月29日
第84期定時株主総会

普通株式 46,120 70 2023年３月31日 2023年６月30日
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７．金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産とし、また、資金調

達については銀行借入れによる間接金融のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの

発行による直接金融により行っております。デリバティブ取引は、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金、敷金及び保証金等は、顧客の信用

リスクに晒されており、親会社の経理部及び各連結子会社の管理部門を中心に回収

状況をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は、株式、譲渡性預金、債券、投資信託及び組合出資

金等であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体

（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を

継続的に見直しております。

営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日

であります。また、長期預り敷金保証金は主として不動産事業に係るものでありま

す。借入金及び社債は、設備投資等に必要な資金の調達を目的としたものでありま

す。営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されており、当社グループは、親会

社の財務部を中心に各部署及び連結子会社からの報告を基に、適時に資金繰計画を

作成・更新し、その資金繰計画に応じた適切な預金残高を維持することにより管理

しております。変動金利の借入金や外貨建ての借入金及び外貨建債権債務について

は、金利の変動リスクや為替の変動リスクに晒されておりますが、一部については

金利スワップ取引や通貨スワップ取引及び為替予約を利用するなどして個別契約ご

とにデリバティブ取引をヘッジ手段としております。また、一部の連結子会社にお

いて、貸付金の金利変動リスクをヘッジするため債券先物取引を利用しておりま

す。

デリバティブ取引は、「資金運用・調達リスク管理規程」「デリバティブ取引に関

する取扱規程」に基づいて行うこととし、借入金に係る支払金利の変動リスクに対

する金利スワップ取引や為替リスクに対する通貨スワップ取引等をヘッジ目的とし

て利用しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」

に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。また、デリバティ

ブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、主に格付の高い金融機

関と取引を行っており、その取引状況は定期的に財務担当役員へ報告し承認を得て

おります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び

組合出資金等は、次表には含まれておりません((注１)をご参照ください。)。

また、現金預金、支払手形・工事未払金等、短期借入金、未払金、及び未払法人

税等、これらは、現金であること、及び主に短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 受取手形・完成工事未収入金等 194,066

貸倒引当金(*１) △1,241

192,824 192,234 △590

(2) 有価証券及び投資有価証券 176,185 176,196 11

(3) 敷金及び保証金 256,582 246,758 △9,824

資産計 625,593 615,189 △10,403

(4) 社債 609,000 602,307 △6,692

(5) 長期借入金 1,104,552 1,092,929 △11,623

(6) 長期預り敷金保証金 307,593 291,248 △16,344

負債計 2,021,146 1,986,485 △34,661

(*１) 受取手形・完成工事未収入金等については貸倒引当金を控除しております。

(注)１．市場価格のない株式等及び組合出資金等の連結貸借対照表計上額は次のとおりで

あり、「資産(２) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(単位：百万円)

区 分 連結貸借対照表計上額

市場価格のない株式等(*２) 33,201

組合出資金等(*３) 13,017

(*２) 市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基

づき、時価開示の対象とはしておりません。

(*３) 組合出資金等は、主に投資事業組合、匿名組合等です。これらは「時価の算定に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）

第24‐16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

(注)２．社債及び長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償

還予定の社債及び１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格

により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 138,818 － － 138,818

優先出資証券 － － 19,989 19,989

社債 － － 10,398 10,398

投資信託 － 112 － 112

合計 138,818 112 30,387 169,318

(*)「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年

６月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託（連結貸

借対照表計上額5,037百万円）については、上記表には含めておりません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

受取手形・完成工事未収入金等 － 192,234 － 192,234

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 1,840 － － 1,840

敷金及び保証金 － 246,758 － 246,758

資産計 1,840 438,992 － 440,833

社債 － 602,307 － 602,307

長期借入金 － 1,073,734 19,194 1,092,929

長期預り敷金保証金 － 275,656 15,591 291,248

負債計 － 1,951,698 34,786 1,986,485

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明並びに有価証券に関する事項

― 15 ―



資 産

受取手形・完成工事未収入金等

これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収まで

の期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっており、レベ

ル２の時価に分類しております。

有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債など活発な市場における無調整の相場価格が利用できるものはレベ

ル１に分類しております。優先出資については、投資先が保有する不動産の時価を反

映させた簿価純資産により算出された価額、また市場価格のない社債については、オ

プション価格法により算出された価格をもって時価としており、時価に対して観察で

きないインプットによる影響額が重要であるため、レベル３の時価に分類しておりま

す。市場価格における取引価格が存在しない投資信託については、解約又は買戻請求

に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には

基準価格を時価とし、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収まで

の期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっており、レベ

ル２の時価に分類しております。

負 債

社債

社債の時価については、業界団体等より公表されている価格や利回りの情報等を基

に算定した価額をもって時価としており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるもの（金利スワップの特例処理の対象となって

いるものを除く）の時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額

によっております。また、固定金利のものについては、元利金の合計額を借入期間に

応じた利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、一部の長期借入金

の時価については、金利スワップ又は通貨スワップ等の対象とされていることから、

当該金利スワップ又は通貨スワップ等と一体として処理された元利金の合計額を借入

期間に応じた利率で割り引いた現在価値により算定しており、観察できないインプッ

トによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に

分類しております。

長期預り敷金保証金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済までの期間に

応じた信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によって算定しており、

観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場

合はレベル２の時価に分類しております。
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８．賃貸等不動産関係

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の住宅、商

業施設及び事業施設等を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価

1,348,067 1,530,441

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づく金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９．収益認識関係

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注１)
合計

戸建住宅 賃貸住宅 マンション 商業施設 事業施設
環境

エネルギー

注文請負取引 318,246 371,818 44,147 405,462 737,830 49,433 73 1,927,012

不動産分譲取引 534,936 125,591 331,470 172,046 117,231 － － 1,281,276

その他関連事業

取引（注２）
1,969 84,572 61,236 204,660 83,107 91,078 54,753 581,377

顧客との契約

から生じる収益
855,151 581,983 436,853 782,169 938,169 140,512 54,826 3,789,666

その他の収益

(注３)
47,950 561,879 38,777 300,981 163,795 2,874 2,273 1,118,532

外部顧客への

売上高
903,101 1,143,863 475,631 1,083,151 1,101,964 143,386 57,100 4,908,199

(注)１．その他には、リゾートホテル事業等が含まれております。

２．その他関連事業取引には、不動産管理取引、電力小売事業、ホームセンター事

業、物流サービス事業、ホテル事業等が含まれております。

３．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）

に基づく賃貸料収入及び「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡

人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第15号）の対象となる不

動産（不動産信託受益権を含む。）の譲渡等が含まれております。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループでは、住宅や事業用建物の注文請負や自社で開発した物件を販売する

事業及びこれらに関連する事業であるその他関連事業を行っております。これらの事

業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しております。
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① 注文請負取引

報告セグメントごとの主な内容は下記のとおりであります。

セグメント 主な内容

戸建住宅 戸建住宅の注文請負

賃貸住宅 賃貸住宅の注文請負

マンション マンションの大規模修繕工事

商業施設 店舗、複合商業施設等の注文請負

事業施設 物流・製造施設、医療介護施設の注文請負

環境エネルギー 再生可能エネルギー発電所の注文請負

注文請負取引については、顧客（一般消費者及び法人）と工事請負契約を締結し、

当該契約に基づき、建築工事を行う義務を負っております。当該契約による建築工

事は、工事が進むにつれて物件の価値が増加し、顧客が当該資産を支配することか

ら、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の見積りの方法は、発生原価が履行

義務の充足における企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることか

ら、コストに基づくインプット法（工事原価総額に対する発生原価の割合）を使用

しております。

なお、進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に

発生する費用を回収することが見込まれる工事契約については、履行義務の充足に

係る進捗度を合理的に見積ることができる時点まで、原価回収基準により収益を認

識しております。

取引の対価は当該契約の契約条件に従い通常、請負工事の引渡し時までに全額の

支払いを受けており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素は

含まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はございませ

ん。

② 不動産分譲取引

報告セグメントごとの主な内容は下記のとおりであります。

セグメント 主な内容

戸建住宅 戸建住宅の分譲

賃貸住宅 賃貸住宅の分譲

マンション マンションの分譲

商業施設 店舗、複合商業施設等開発物件の販売

事業施設 物流施設等開発物件の販売

不動産分譲取引については、顧客（一般消費者及び法人、投資家）との不動産売

買契約に基づき、自社で開発、又は仕入れた物件を顧客に引渡しを行う義務を負っ

ております。物件の引渡し時において、法的所有権、物理的占有並びに所有に伴う

重大なリスク及び経済価値が顧客に移転するため、当該履行義務は物件が引き渡さ

れた一時点で充足されるものであり、顧客への引渡し時点で収益を認識しておりま

す。
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取引の対価は通常、引渡し時までに売買代金の全額を受領しているため、取引の

対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、対価の金額が変動しう

る重要な変動対価はございません。

③ その他関連事業取引

その他関連事業取引における主な内容は、以下のとおりであります。なお、取引

の対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けており、重要な金融要

素は含まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はござい

ません。

１）不動産管理取引

不動産管理取引については、顧客との管理業務委託契約に基づき、賃貸住宅、マ

ンション、商業施設、事業施設等の改修工事サービス及び施設管理全般サービス

（事務管理業務、清掃業務、警備業務、設備管理業務等）を提供する履行義務を負っ

ております。これらのサービスに関連する履行義務の内容に応じて、一時点又は一

定期間にわたり履行義務を充足し、収益を計上しております。

２）電力小売事業

電力小売事業については、顧客との電力需給契約に基づき、電力を供給する履行

義務を負っております。当該契約については、顧客へ電力を供給した時点で収益を

認識しております。収益の計上にあたっては、検針日に収集した電力使用量の実績

をもとに収益の金額を算出するとともに、検針日から決算日までに生じた収益は電

力使用量及び単価を見積り計上しております。

(3)当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 158,357

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 173,500

契約資産（期首残高） 230,436

契約資産（期末残高） 260,274

契約負債（期首残高） 289,436

契約負債（期末残高） 275,393

契約資産は、工事請負契約において期末時点で履行義務の進捗により収益を認識

しているが未請求の代金に係る対価に対する当社グループの権利に関するものであ

ります。契約資産は対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客

との契約から生じた債権に振り替えられます。工事請負契約に関する対価は、当該

契約の引渡し時までに全額請求し受領しております。

契約負債は、工事請負契約において顧客から受領した未成工事受入金、及び不動

産売買契約において顧客から手付金等として受領した前受金に関するものでありま

す。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
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当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれて

いた金額は232,319百万円であります。

なお、当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な変動や過去の期間に充足し

た履行義務から当期に認識した収益に重要な事項はございません。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループの残存履行義務に配分した取引価格の総額は以下のとおりでありま

す。当該履行義務は、注文請負取引及び不動産分譲取引に関するものであります。

（単位：百万円）

セグメント 当連結会計年度

戸建住宅 260,700

賃貸住宅 119,943

マンション 154,245

商業施設 230,342

事業施設 965,100

環境エネルギー 14,594

その他 －

合計 1,744,926

戸建住宅、賃貸住宅、マンションについては、期末日後１年以内に約90％、残り

約10％が１年超２年以内に収益として認識されると見込んでおります。商業施設、

環境エネルギーについては、期末日後１年以内に約80％、残り約20％が１年超３年

以内に収益として認識されると見込んでおります。事業施設については、期末日後

１年以内に約60％、１年超３年以内に約30％、残り約10％がそれ以降に収益として

認識されると見込んでおります。

なお、その他関連事業取引に係る残存履行義務に配分した取引価格の注記にあた

っては、実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約につ

いて注記の対象に含めておりません。

１０．１株当たり情報

(1) １株当たり純資産額 3,466円86銭

(2) １株当たり当期純利益 469円12銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －

(注)１．株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する「役員向け株式交付信

託」の株式23千株を「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均発行済

株式総数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、「役

員向け株式交付信託」は2022年８月をもって終了しております。

２．当連結会計年度において、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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１１．重要な後発事象

(1) 自己株式の消却

当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、

自己株式を消却することを決議いたしました。

①自己株式の消却を行う理由

2022年５月13日公表の「第７次中期経営計画」の方針に基づく、株主還元の

一環のため

②消却の方法

資本剰余金及び利益剰余金からの減額

③消却する株式の種類

当社普通株式

④消却する株式の総数

7,000,000株

（消却前の発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.06％）

⑤消却予定日

2023年５月31日

⑥消却後の発行済株式総数（自己株式を除く）

658,871,130株

(2) 自己株式の取得

当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。

①自己株式の取得を行う理由

2022年５月13日公表の「第７次中期経営計画」の方針に基づく、株主還元の

一環のため

②取得対象株式の種類

当社普通株式

③取得し得る株式の総数

10,000,000株（上限）

④株式の取得価格の総額

35,000百万円（上限）

⑤取得期間

2023年６月１日～2024年３月29日

⑥取得方法

東京証券取引所における市場買付
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株主資本等変動計算書
（自2022年４月１日 至2023年３月31日）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資 本
剰余金

利益剰余金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

配 当
準 備
積立金

圧 縮
記 帳
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

2022年４月１日 残高 161,699 296,958 515 297,473 17,690 29,000 1,778 227,400 783,603 1,059,472

事業年度中の変動額

新株の発行 145 145 － 145 － － － － － －

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － － － △28 － 28 －

剰余金の配当 － － － － － － － － △86,089 △86,089

当期純利益 － － － － － － － － 205,293 205,293

土地再評価差額金の取崩 － － － － － － － － 1,340 1,340

自己株式の取得 － － － － － － － － － －

自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － －

自己株式の消却 － － △104 △104 － － － － － －

株式交換による変動 － － 1,197 1,197 － － － － － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 145 145 1,093 1,239 － － △28 － 120,573 120,545

2023年３月31日 残高 161,845 297,104 1,608 298,713 17,690 29,000 1,750 227,400 904,176 1,180,017

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計自 己
株 式

株主資本
合 計

その他有価
証券評価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

評価・換算
差 額 等
合 計

2022年４月１日 残高 △29,081 1,489,564 62,609 △882 9,335 71,062 1,560,626

事業年度中の変動額

新株の発行 － 291 － － － － 291

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － － － －

剰余金の配当 － △86,089 － － － － △86,089

当期純利益 － 205,293 － － － － 205,293

土地再評価差額金の取崩 － 1,340 － － － － 1,340

自己株式の取得 △10 △10 － － － － △10

自己株式の処分 189 189 － － － － 189

自己株式の消却 104 － － － － － －

株式交換による変動 8,471 9,669 － － － － 9,669

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － △11,359 △1,155 △1,333 △13,847 △13,847

事業年度中の変動額合計 8,754 130,684 △11,359 △1,155 △1,333 △13,847 116,837

2023年３月31日 残高 △20,327 1,620,249 51,249 △2,037 8,002 57,214 1,677,463

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・満期保有目的の債券 償却原価法

・子会社株式及び 移動平均法に基づく原価法

関連会社株式

・その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

② デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産 評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

・未成工事支出金 個別法

・販売用不動産 個別法（但し、自社造成の宅地は団地別総平均法）

・仕掛販売用不動産 個別法

・造成用土地 個別法

・仕掛品 個別法

・材料貯蔵品 総平均法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

主として定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及

び破産債権、更生債権等については財務内容評価法によ

り回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員等の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③ 完成工事補償引当金 当社製品の瑕疵担保等の補償費に備えるため、過去の完

成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しておりま

す。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

１）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

２）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年

度に一括処理しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準

① 顧客との契約から生じる収益

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

１） 注文請負取引

注文請負取引については、顧客と戸建住宅、賃貸住宅、商業施設、事業施設等の工

事請負契約を締結し当該契約に基づき、建築工事を行う履行義務を負っております。

当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。

進捗度の見積りの方法は、コストに基づくインプット法（工事原価総額に対する発

生原価の割合）を使用しております。

なお、進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発

生する費用を回収することが見込まれる工事契約については、履行義務の充足に係る

進捗度を合理的に見積ることができる時点まで、原価回収基準により収益を認識して

おります。

２）不動産分譲取引

不動産分譲取引については、顧客との不動産売買契約に基づき、自社で開発、又は

仕入れた物件（分譲住宅、分譲賃貸住宅、分譲マンション、商業施設、事業施設等）

を顧客に引渡しを行う履行義務を負っております。不動産分譲取引については、顧客

へ物件を引渡した時点で収益を認識しております。

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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(5) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワッ

プについて特例処理の条件を充たしている場合には特例

処理を、通貨スワップ及び為替予約について振当処理の

要件を充たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ及び為替予約

等

ヘッジ対象…借入金・外貨建予定取引等

③ ヘッジ方針 金利リスク及び為替変動リスクの低減並びに金融収支改

善のため、ヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、特

例処理の要件を充たしている場合には、有効性の評価を

省略しております。

※「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘ

ッジ関係

上記のヘッジ関係のうち、「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取

扱い」（実務対応報告第40号2022年３月17日）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のす

べてに、当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用しております。当該実

務対応報告を適用しているヘッジ関係の内容は以下のとおりであります。

ヘッジ会計の方法・・・金利スワップの特例処理

ヘッジ手段・・・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・・・外貨建借入金

ヘッジ取引の種類・・・キャッシュ・フローを固定するもの

(6) 控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税及び地方消費税については、期間費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時

価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとし

ております。これにより、市場価格のない株式等として取得原価をもって貸借対照表

価額としていた一部の投資信託について、時価をもって貸借対照表価額とすることに

変更しております。
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３．会計上の見積りに関する注記

(1) 工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

①当事業年度の計算書類に計上した金額

工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し

収益を認識する方法により計上した売上高 1,153,548百万円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社は、工事契約にかかる売上高について、履行義務を充足するにつれて、一定

の期間にわたり収益を認識する方法にて算出しております。履行義務の充足に係る

進捗度の見積りの方法は、コストに基づくインプット法（工事原価総額に対する発

生原価の割合）を使用しております。

２）主要な仮定

工事原価総額の算出に用いた主要な仮定は、施工計画に基づいた建設資材の数量、

労務の工数、調達単価などであり、算出にあたっては、施工内容・状況等の個別要

因及び経済状況、事業環境等の外的要因に基づき、見積りを行っております。

３）翌事業年度の計算書類に与える影響

工事の進行途上において、施工の遅延、材料費や建築費の変動等将来の不確実な

要因により工事原価総額の見直しが必要となった場合、履行義務の充足に係る進捗

度が変動することにより、翌事業年度の計算書類において認識する収益の金額に影

響を与える可能性があります。

（2）販売用不動産（仕掛販売用不動産、造成用土地を含む）の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

販売用不動産等残高 917,987百万円

評価損計上額（不動産事業売上原価） 1,799百万円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、販売用不動産に係る収益性

の低下等により期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、

当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。正味売却価額は、用地取

得時、工事着工時、販売開始時に策定される事業計画に基づく販売価格及び工事原価

等に基づいて算出しております。また、事業の進捗及び販売状況に応じて正味売却価

額の見直しを行っております。なお、一部の資産については、不動産鑑定士による鑑

定評価に基づいて、正味売却価格を算出しております。

２）主要な仮定

正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は、販売価格及び工事原価であり、算出

にあたっては、過去の販売実績、将来の売買市場の動向、近隣地域の需給バランス、

鋼材等の材料費及び労務費等建設コストの動向等を考慮した最新の事業計画に基づき

見積りを行っております。また、販売目的で保有する収益不動産の事業計画策定にあ

たっては、上記に合わせ周辺の賃料相場、リーシング（テナント募集）状況等も考慮

しております。

３）翌事業年度の計算書類に与える影響

市況の変化、事業の進捗や販売の状況に応じて、正味売却価額が帳簿価額を下回っ

た場合に追加で評価損を計上する可能性があります。
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（3）固定資産の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産及び無形固定資産残高 718,181百万円

減損損失計上額 3,288百万円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社が保有する有形固定資産は、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆

候）がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる

割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用価

値については、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しております。

なお、正味売却価額は主に不動産鑑定士による鑑定評価に基づいて、算出しており

ます。

２）主要な仮定

将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、事業収入及び事業費用であ

り、特に賃貸等不動産に係る将来キャッシュ・フローの算出にあたっては市場の賃料

水準（物件の立地、規模、周辺の賃貸取引事例、マーケット見通し、過去の実績等を

参考）及び対応する費用、稼働率、割引率等に基づき見積りを行っております。

３）翌事業年度の計算書類に与える影響

事業環境等の変化が主要な仮定に影響し割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳

簿価額を下回る場合には、計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があり

ます。

(4) 退職給付債務及び関連する費用の算定

①当事業年度に認識した金額

退職給付債務残高 422,196百万円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

１）算出方法

当社では、確定給付制度の退職給付債務及び関連する勤務費用は、数理計算上の

仮定を用いて退職給付見込額を見積り、割り引くことにより算定しております。

２）主要な仮定

主要な仮定には、割引率、長期期待運用収益率、予想昇給率等の数理計算上の仮

定が該当いたします。

３）翌事業年度の計算書類に与える影響

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要とな

った場合、計算書類において認識する退職給付引当金及び退職給付費用の金額に重

要な影響を与える可能性があります。

※当社は数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法について、発生した事

業年度に一括処理しております。
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４．貸借対照表関係

(1) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）

① 短期金銭債権 118,255百万円

② 長期金銭債権 470百万円

③ 短期金銭債務 303,678百万円

④ 長期金銭債務 3,697百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 256,022百万円

(3) 担保に供している資産
（単位：百万円）

対象資産 金額 担保権の内容

定期預金 40 工事契約保証金等の代用

有価証券及び
投資有価証券

2,112
「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法
律」に基づく供託及び
投資先の借入の担保としての質権及び根質権の設定

関係会社株式 22 関係会社の債務の担保としての根質権の設定

計 2,174
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(4) 保証債務

① 関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務残高

Daiwa House USA Holdings Inc. 117,973百万円

Daiwa House Texas Inc. 54,244

Stanley Martin Holdings, LLC 32,861

株式会社コスモスイニシア 31,500

Rawson Group Pty Ltd 11,236

汎陸建設実業股份有限公司 7,570

玖心（常州）房地産開発有限公司 6,426

Daiwa House Europe B.V. 2,914

PT SDI Properties Indonesia 1,003

ＤＴＳ飛騨水力発電株式会社 814

DH Box Hill Pty Ltd 297

Daiwa House Malaysia Logistic Sdn. Bhd. 11

小計 266,854百万円

② 住宅ローンを利用する購入者についての金融機関に

対する保証債務残高
12,764百万円

③ 関係会社の賃借料の支払いに対する保証債務残高

大和ハウスリアルティマネジメント株式会社 12,949百万円

スポーツクラブＮＡＳ株式会社 4,747

ロイヤルホームセンター株式会社 2,457

大和リビング株式会社 1,707

株式会社デザインアーク 508

大和リース株式会社 311

小計 22,682百万円

計 302,301百万円

(5) 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。

① 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法及び第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出して

おります。

② 再評価を行った年月日

2002年３月31日
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(6) 販売用不動産等及び固定資産の保有目的変更

前事業年度末に固定資産の「建物及び構築物」、及び「土地」等に計上していた投

資用不動産45,466百万円を、流動資産の「販売用不動産」等に振り替えております。

５．損益計算書関係

関係会社との取引高

① 売上高 178,612百万円

② 仕入高 138,719百万円

③ 営業取引以外の取引高 40,719百万円

６．株主資本等変動計算書関係

自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 10,570千株 3千株 3,153千株 7,419千株

(注)１．当事業年度期首の自己株式数には、役員向け株式交付信託に残存する自社の株式

61千株が含まれておりましたが、当事業年度末の自己株式数には含まれておりま

せん。

２．自己株式の数の増加の内訳

単元未満株式の買取りによる増加 3千株

３．自己株式の数の減少の内訳

単元未満株式の買増し請求による減少 0千株

役員向け株式交付信託から受益者への交付
及び金銭交付のため売却したことによる減少 23千株

消却による減少 38千株

株式交換による減少 3,092千株
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７．税効果関係

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 20,936百万円

投資有価証券評価額 19,122

賞与引当金 9,396

固定資産償却超過額 7,099

貸倒引当金繰入限度額超過額 4,095

販売用不動産評価損 2,194

未払事業税 1,901

完成工事補償引当金 1,414

その他 39,546

繰延税金資産小計 105,709百万円

評価性引当額 △25,537百万円

繰延税金資産合計 80,171百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △22,522百万円

圧縮記帳積立金 △771

その他 △3,645

繰延税金負債合計 △26,939百万円

繰延税金資産の純額 53,232百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.1％

住民税均等割 0.2％

法人税額の特別控除 △0.8％

土地再評価差額金の取崩 △0.3％

評価性引当額の増加額 △4.2％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.6％

８．リースにより使用する固定資産

当社は、住宅展示場、電子計算機及び営業用車両等について、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しており、このうち、リース取引開始日が2008年３月

31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を行っております。
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９．関連当事者との取引

(1) 子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事 業 上
の 関 係

子会社

武 蔵 小 杉
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発

特定社債引受

特定社債償還

利 息 の 受 取

41,300

38,400

85

関係会社社債 41,300

ディエイチ・
アセット・ワン
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発 利 息 の 受 取 74 関係会社社債 37,300

大 和 ハ ウ ス
港 北 開 発
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発

特定社債引受

特定社債償還

利 息 の 受 取

24,600

30,950

98

関係会社社債

１年内償還予定の
関係会社社債

24,600

6,200

ＤＰＬ開発１
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発
特定社債引受

利 息 の 受 取

9,270

70

１年内償還予定の
関係会社社債

42,570

大 和 リ ー ス
株 式 会 社

（所有）
直接 100％

有
商 業 施 設
開発・建築
管理・運営

(注１)
資 金 の 貸 付

利 息 の 受 取

62,423

153

関係会社長期貸付金

流動資産その他

48,800

16,277

株 式 会 社
フ ジ タ

（所有）
直接 100％

有
建設工事・
土木工事請負

(注１)
資 金 の 貸 付

利 息 の 受 取

41,526

137

関係会社長期貸付金

流動資産その他

58,630

47,056

株 式 会 社
流山市平方地区
共 同 開 発

（所有）
直接 98.9％

有 不動産開発

(注１)
資 金 の 貸 付

利 息 の 受 取

57,023

118

関係会社長期貸付金 56,192

大和リビング
株 式 会 社

（所有）
直接 100％

有
賃 貸 住 宅
管理・運営

(注１)
キャッシュ・マネ
ジメント・システム
に よ る 預 り

利 息 の 支 払

110,754

18

預 り 金 129,913

Daiwa House
USA Holdings Inc.

（所有）
直接 100％

－ 不動産投資

(注２)
債 務 保 証

保証料の受取

117,973

210

－ －

Daiwa House
Texas Inc.

（所有）
間接 100％

－ 不動産投資

(注２)
債 務 保 証

保証料の受取

54,244

132

－ －

株 式 会 社
コ ス モ ス
イ ニ シ ア

（所有）
直接 63.2％
間接 0.9％

－
不動産販売・
賃貸・仲介

(注２)
債 務 保 証

保証料の受取

31,500

70

－ －
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(注)１．期中平均残高を記載しております。

２．金融機関からの借入に対し行ったものです。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記取引については、市場価格を参考の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。

(2) 役員及び個人主要株主等

種 類
氏 名 又 は
会 社 等 の
名 称

議決権等
の 所 有
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

役 員 下西 佳典
（被所有）
直接 0.0％

－ 当社取締役 請 負 工 事 36
未成工事受入金

預 り 金

1

0

役 員 及 び
役員の近親者

藪 ゆき子及び
その近親者

（被所有）
直接 0.0％

－
当 社
社外取締役

マンションの
販 売

91 － －

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。

２．期末残高のうち、未成工事受入金は既に受領した請負代金から受取手形・完成工

事未収入金等を控除した金額を記載しております。

３．上記取引については、市場価格を参考の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。

１０．１株当たり情報

(1) １株当たり純資産額 2,545円97銭

(2) １株当たり当期純利益 312円28銭

(注)１．株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する「役員向け株式交付信託」の

株式23千株を「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均発行済株式総数の計

算において控除する自己株式に含めております。なお、「役員向け株式交付信託」

は2022年８月をもって終了しております。

２．当事業年度において、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。
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１１．収益認識関連

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社では、住宅や事業用建物の注文請負や自社で開発した物件を販売する事業、及び

これらに関連する事業であるその他関連事業を行っております。これらの事業から生じ

る収益は顧客との契約に従い計上しております。

①注文請負取引

報告セグメントごとの主な内容は下記のとおりです。

セグメント 主な内容

戸建住宅 戸建住宅の注文請負

賃貸住宅 賃貸住宅の注文請負

商業施設 店舗、複合商業施設等の注文請負

事業施設 物流・製造施設、医療介護施設等の注文請負

環境エネルギー 再生可能エネルギー発電所の注文請負

注文請負取引については、顧客（一般消費者及び法人）と工事請負契約を締結し、

当該契約に基づき、建築工事を行う義務を負っております。当該契約による建築工事

は、工事が進むにつれて物件の価値が増加し、顧客が当該資産を支配することから、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に

基づき収益を認識しております。進捗度の見積りの方法は、発生原価が履行義務の充

足における企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、コスト

に基づくインプット法（工事原価総額に対する発生原価の割合）を使用しておりま

す。

なお、進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発

生する費用を回収することが見込まれる工事契約については、履行義務の充足に係る

進捗度を合理的に見積ることができる時点まで、原価回収基準により収益を認識して

おります。

取引の対価は当該契約の契約条件に従い通常、請負工事の引渡し時までに全額の支

払いを受けており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素は含ま

れておりません。また、対価の金額が変動しうる、重要な変動対価はございません。
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②不動産分譲取引

報告セグメントごとの主な内容は下記のとおりです。

セグメント 主な内容

戸建住宅 戸建住宅の分譲

賃貸住宅 賃貸住宅の分譲

マンション マンションの分譲

商業施設 店舗、複合商業施設等開発物件の販売

事業施設 物流施設等開発物件の販売

不動産分譲取引については、顧客（一般消費者及び法人、投資家）との不動産売買

契約に基づき、自社で開発、又は仕入れた物件を顧客に引渡しを行う義務を負ってお

ります。物件の引渡し時において、法的所有権、物理的占有並びに所有に伴う重大な

リスク及び経済価値が顧客に移転するため、当該履行義務は物件が引き渡された一時

点で充足されるものであり、顧客への引渡し時点で収益を認識しております。

取引の対価は通常、引渡し時までに売買代金の全額を受領しているため、取引の対

価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重

要な変動対価はございません。

③その他関連事業取引

その他関連事業取引における、主な履行義務である顧客（一般消費者及び法人）へ

の電力小売事業においては、顧客との電力需給契約に基づき、電力を提供する履行義

務を負っております。当該契約については、顧客へ電力を供給した時点で収益を認識

しております。なお、収益の計上にあたっては、検針日に収集した電力使用量の実績

をもとに収益の金額を算出するとともに、検針日から決算日までに生じた収益は電力

使用量及び単価を見積り計上しております。

また、取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けており、重

要な金融要素は含まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価

はございません。
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１２．重要な後発事象

(1) 自己株式の消却

当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づ

き、自己株式を消却することを決議いたしました。

① 自己株式の消却を行う理由

2022年５月13日公表の「第７次中期経営計画」の方針に基づく、株主還元の一環

のため

② 消却の方法

資本剰余金及び利益剰余金からの減額

③ 消却する株式の種類

当社普通株式

④ 消却する株式の総数

7,000,000株

（消却前の発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.06％）

⑤ 消却予定日

2023年５月31日

⑥ 消却後の発行済株式総数（自己株式を除く）

658,871,130株

(2) 自己株式の取得

当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。

① 自己株式の取得を行う理由

2022年５月13日公表の「第７次中期経営計画」の方針に基づく、株主還元の一環

のため

② 取得対象株式の種類

当社普通株式

③ 取得し得る株式の総数

10,000,000株（上限）

④ 株式の取得価格の総額

35,000百万円（上限）

⑤ 取得期間

2023年６月１日～2024年３月29日

⑥ 取得方法

東京証券取引所における市場買付
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